
事 業 概 況 （平成 28年 11月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 28 年度労災保険業務機械処理の平成 28 年 11 月末現在における保険給付支払総額は 4,882 億円で、前年同期に比

べて0.6％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が2,420億円で49.6％と最も大きく、次いで療養補償給

付が1,512億円で31.0％を占めている。以下、休業補償給付が13.0％、障害補償一時金が4.2％、遺族補償一時金及び介

護補償給付がそれぞれ0.9％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.1％を占めている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が4.8％増、葬祭料が3.0％増、二次健康診

断等給付が1.1％増、障害補償一時金が0.7％増、療養補償給付が0.6％増となっているのに対し、休業補償給付が3.0％

減、年金等給付が1.0％減、介護補償給付が0.8％減となっている。（第１表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 491,386,816 100.0 △ 1.9 488,194,932 100.0 △ 0.6

療 養 補 償 給 付 150,305,648 30.6 △ 1.5 151,189,962 31.0 0.6

休 業 補 償 給 付 65,219,629 13.3 △ 3.1 63,293,121 13.0 △ 3.0

障 害 補 償 一 時 金 20,506,427 4.2 △ 2.8 20,640,207 4.2 0.7

遺 族 補 償 一 時 金 4,378,577 0.9 △ 11.3 4,586,595 0.9 4.8

葬 祭 料 1,325,849 0.3 △ 13.3 1,365,445 0.3 3.0

介 護 補 償 給 付 4,473,459 0.9 △ 2.2 4,436,436 0.9 △ 0.8

年 金 等 給 付 244,496,139 49.8 △ 1.5 241,994,475 49.6 △ 1.0

二 次健 康診 断等 給付 681,087 0.1 9.0 688,691 0.1 1.1

平成27年度　27年11月末 平成28年度　28年11月末

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が1,422億円で29.1％、「その他の事業」が1,387億円で28.4％、

「製造業」が1,206億円で24.7％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が4.2％、「林業」が1.9％、「船舶

所有者の事業」が0.4％、「漁業」が0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「漁業」が3.4％増、「その他の事業」が2.0％増、「船舶所有者

の事業」が 0.3％増となっているのに対し、「鉱業」が 5.9％減、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 3.0％減、「建

設事業」が1.9％減、「林業」が1.5％減、「製造業」が1.2％減、「運輸業」が0.4％減となっている。（第２表） 

 



区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 491,386,816 100.0 △ 1.9 488,194,932 100.0 △ 0.6

林 業 9,645,275 2.0 △ 3.7 9,501,892 1.9 △ 1.5

漁 業 1,615,218 0.3 △ 5.6 1,669,909 0.3 3.4

鉱 業 21,820,661 4.4 △ 6.2 20,542,140 4.2 △ 5.9

建 設 事 業 144,972,417 29.5 △ 3.1 142,216,768 29.1 △ 1.9

製 造 業 122,122,281 24.9 △ 2.5 120,605,056 24.7 △ 1.2

運 輸 業 51,972,504 10.6 △ 1.1 51,761,043 10.6 △ 0.4

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,178,510 0.2 △ 2.7 1,143,434 0.2 △ 3.0

そ の 他 の 事 業 135,974,640 27.7 0.5 138,662,392 28.4 2.0

船 舶 所 有 者 の 事 業 2,085,310 0.4 3.2 2,092,298 0.4 0.3

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

平成28年度　28年11月末

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成27年度　27年11月末

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が1,300億円で53.7％と最も大きく、次いで障害補

償年金が911億円で37.6％、傷病補償年金が209億円で8.7％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が804億円で33.2％、「製造業」が694億円で28.7％、「そ

の他の事業」が457億円で18.9％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が5.9％、「林業」が1.9％、「漁業」

が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.1％となっている。（第３表） 

 

平成28年度　28年11月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

　業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 91,074,921 129,974,214 20,945,340 241,994,475 100.0

林 業 1,328,700 3,056,666 233,725 4,619,090 1.9

漁 業 248,661 786,056 44,256 1,078,974 0.4

鉱 業 1,298,453 9,560,421 3,310,791 14,169,665 5.9

建 設 事 業 25,724,209 46,995,700 7,700,335 80,420,245 33.2

製 造 業 34,374,139 30,934,979 4,128,681 69,437,799 28.7

運 輸 業 9,492,584 14,498,565 1,545,438 25,536,587 10.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
163,076 466,655 52,784 682,515 0.3

そ の 他 の 事 業 18,359,677 23,427,552 3,906,480 45,693,709 18.9

船 舶 所 有 者 の 事 業 85,422 247,621 22,849 355,891 0.1

構 成 比 37.6% 53.7% 8.7% 100.0% －

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

 

 

 

 



 

保 険 料 

 

  平成 28年度労災保険業務機械処理の平成28年 11月末現在における保険料徴収決定済額は8,483億円で、前年同期に比

べて1.6％増となっている。保険料収納済額は5,917億円で、前年同期に比べて2.4％増となっている。また、収納率につ

いてみると69.8％となっており、前年同期に比べて0.6ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が4,033億円で47.5％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,825 億円で 21.5％、「製造業」が 1,619 億円で 19.1％を占めている。以下、「運輸業」が 8.7％、「船舶所有者

の事業」が 1.6％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

区　分　

平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度 平成27年度 平成28年度

　業　種 27年11月末 28年11月末 27年11月末 28年11月末 27年11月末 28年11月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 835,358,044 848,346,994 100.0 1.6 577,775,179 591,736,007 100.0 2.4 69.2 69.8

林 業 5,301,716 5,353,838 0.6 1.0 3,698,251 3,744,372 0.6 1.2 69.8 69.9

漁 業 1,966,712 1,997,681 0.2 1.6 1,317,871 1,350,634 0.2 2.5 67.0 67.6

鉱 業 3,000,094 2,968,526 0.3 △ 1.1 1,848,501 1,835,402 0.3 △ 0.7 61.6 61.8

建 設 事 業 183,993,168 182,531,197 21.5 △ 0.8 126,798,216 126,921,077 21.4 0.1 68.9 69.5

製 造 業 161,807,038 161,901,479 19.1 0.1 110,291,369 110,696,615 18.7 0.4 68.2 68.4

運 輸 業 71,391,385 74,035,177 8.7 3.7 45,841,211 48,330,077 8.2 5.4 64.2 65.3

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,260,138 2,322,486 0.3 2.8 1,555,185 1,619,775 0.3 4.2 68.8 69.7

そ の 他 の 事 業 392,157,765 403,342,493 47.5 2.9 277,327,440 287,751,364 48.6 3.8 70.7 71.3

船舶所有者の 事業 13,480,027 13,894,117 1.6 3.1 9,097,135 9,486,690 1.6 4.3 67.5 68.3

構成比

対前年

同　期
増減率

構成比

対前年

同　期
増減率

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況

 


